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ドイツの学校の言語的多様性と教員
立　花　有　希
はじめに
ドイツ連邦共和国（以下、ドイツ）の学校にお
ける言語的多様性は、かつて二国間協定に基づい
て受け入れられた外国人労働者、アウスジード
ラーと呼ばれるドイツ系帰還者、庇護権や難民条
約に基づき入国した者など他国からの移民の子ど
もによってもたらされた面が大きい 1。その言語
的多様性の中にある教員が果たすべき役割や身に
つけるべき能力にはどのようなものがあるのだろ
うか。その役割を全うし、能力を獲得するために
は、どのような体制が必要とされるのであろうか。
この主題についての日本における先行研究に
は、中山（2007）がある。そこでは、教員研修、
教員養成における言語的、文化的多様性への対応
を 1970 年代から振り返り、第二言語としてのド
イツ語（Deutsch als Zweitsprache: DaZ）を含む異
文化間教育関連の内容がどのように反映されてき
たか、どのように反映されるべきだと考えられて
きたかについて論じられている。その中で、「ド
イツでは、子どもの多様性に対する教師教育が、
『外国人教育』を行なう教師を対象にしたものか
ら、すべての教員や教員予備軍である教員養成の
学生にも開かれた『異文化間教育』へと拡大する
傾向にある」ことが確認されているが、「大学の
教員養成においては『異文化間教育』に関連した
科目は必修ではなく、付加的な位置付けであるこ
とに留意する必要があるだろう」として、異文化
間教育を「横断的な課題」とする教師教育改革の
方向性が示されてはいるものの、実践においては
なお周辺的地位にとどまっていることが指摘され
ている。
そこで本研究では、大学での教員養成における
異文化間教育関連科目のその後の展開を「第二言
語としてのドイツ語」（以下、DaZ と表記）を中
心に探りたい。その際、それらが従来の教員養成
課程に追加的に添えられているわけではなく、教
員養成の核を担うものとして位置づけられてきて
いることを確認したい。それと共に、教員構成と
いう側面から言語的に多様な学校で求められる人
材の活用に関する取り組みも紹介する。それらの
事例に基づき、日本への示唆を得るのが本研究の
目的である。
では、具体的内容に入る前に、多様性について
の認識のあり方について考察し、教員養成の位置
づけを理解する上で重要となる枠組みを用意する
ことから始めよう。
Ⅰ．ドイツの学校における多様性をめぐる理論的
検討
本稿でいう言語的多様性とは、主には家庭でド
イツ語以外に習得している言語がさまざまにある
児童生徒がいるという多言語状況だけを示してい
るわけではない。ドイツ語だけで生活しているモ
ノリンガルの子どもがいる一方で、二言語あるい
はそれ以上の言語に日常的に接している子どもも
いるという多様性、二言語環境にある子どもの中
にも、生まれたときから二言語が身近にあった子
どももいれば、ある時点から 2 つめの言語が加
わった子どももいるという多様性、そしてその二
つの言語にそれぞれ触れる時間の割合や場面の違
い、習得の程度や親近感の差など実に多岐にわた
る多様性が指摘できるのである。この状況に対し
て授業をする教員の立場から向き合うならば、子
ども一人一人の個別的な言語発達の多様性に対す
る理解と、その理解に基づいて言語的に多様な子
どもからなる一つの学級で全体として授業を進め
る能力とが求められることになる。
このような理解に立つとき、その教育のあり方
は、障害のある子どもを排除しない教育と共通す
るところが多い。実際、ドイツで「インクルージョ
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ン 教 育 」（inklusive Bildung, inklusive Pädagogik）
というとき、その代表的な内容は障害のある子ど
もを排除しない教育に関するものであるが、障害
の有無だけでなく性別や文化的、社会的背景など
に起因するあらゆる排除をなくす教育上の取り組
みを意味する用例も多くある。
ドイツユネスコ委員会決議では、その冒頭で児
童の権利に関する条約を掲げ、すべての人々が質
の高い教育にアクセスでき、自身の潜在能力を開
花させられるようにすることがユネスコの重要な
目標の一つであることを確認した上で、「教育制
度におけるインクルージョンは、行動計画『万人
のための教育』（„Bildung für Alle“）2 の目標を特
に教育の質を高めるという点で達成することにつ
ながる前提条件である」としている 3。
ドイツの異文化間教育研究においては、移民児
童生徒を特別な存在と見なすのではなく、かれら
が在籍しているのが正常な状態（Normalfall）で
あると認識するよう主張されてきた 4。障害のあ
る子どもを排除しない教育を進める上で求められ
る視点の転換も同様である。すなわち、障害のあ
る児童生徒が通常学級に在籍することがあたりま
えの状態であるという認識から学校教育を構想す
ることが求められている。
異文化間教育やインクルージョン教育に関する
研究や実践でしばしば用いられる「すべての人の
ための学校」（„Schule für Alle“）という目標理念
を表すスローガンが表すように、あらゆる子ども
に開かれ、一人一人の子どもの発達を支える学校
とはどのようにあるべきか。そのような問題意識
に立つとき、学習集団の特徴として「異質性、不
均質性」（Heterogenität）、「多様性」（Vielfalt）と
いうキーワードをあてて論じられることも多い。
スリフカ（2014）は、「均質性重視から多様性
重視へと変わるドイツの教育」という題目の論
考において、「均質性（Homogeneity）重視から
異質性重視（Heterogeneity）重視、そして多様性
（Diversity）重視へ」というパラダイム転換の概
念図 5 を提示している。それによれば、均質性と
は「同じ教育機関に在籍する学習者は同じと捉え
られるため、一様の扱いを受ける」状況を指し、
そこでは「差異は認識されない」。異質性とは、「学
習者はそれぞれ異なる者として捉えられる。各自
の異なるニーズに応じて対応がなされる」状況で
あり、「差異は、取り組まなければならない課題
として認識される」。多様性は「学習者はそれぞ
れ異なる者として捉えられる」点では異質性と共
通しているが、「個々の違いは学習や発達にとっ
て重要な財産と考えられる」ところまで進展した
ものとされる。そうなると、「差異は社会的財産
およびチャンスとして認識される」ようになる。
著者によれば、「ドイツにおける学習プロセスは、
均質性重視から異質性重視へとパラダイム転換を
遂げようとしている。しかし、ドイツはさらに前
に進んでゆかねばならない」（p.273）という。そ
れに重ねて言うならば、本論文は、教員養成の面
で均質性重視から異質性重視へのパラダイム転換
をどのように果たしているかについての実際を確
認するものであるが、その次の段階である多様性
重視へとつながる萌芽を探ろうともしている。
異質性、多様性という表現は、2004 年にド
イツのすべての州の文部大臣によって確認され
た「教師教育スタンダード」（Standards für die 
Lehrerbildung: Bildungswissenschaften）6 の 中 に
も登場する。すなわち、教師教育の重点内容の
一つに「個別化、統合、支援−学校と授業の条
件としての異質性と多様性」（Differenzierung, 
Integration und Förderung - Heterogenität und Vielfalt 
als Bedingungen von Schule und Unterricht）という
点が含まれているのである。さらに、教員が獲得
すべきコンピテンシーを授業、訓育、評価、革新
の 4 領域別に示している箇所においては、訓育
（Erziehen）の中で、「教員は児童生徒の社会的・
文化的生活条件を理解し、個々の発達に学校の中
で影響を与える」というコンピテンシーが挙げら
れ、教員養成課程修了者のスタンダードとして、
次のように説明されている。
理論面においては、
・子ども、青少年の発達に関する教育学、社会学、
心理学の各理論を理解している
・児童生徒が学習過程において不利に扱われるこ
とがありうることと、教育的援助や予防措置の方
法とを理解している
・陶冶と訓育のプロセスを展開する上での異文化
間的次元について理解している
・性差が陶冶と訓育のプロセスに与える影響の意
69ドイツの学校の言語的多様性と教員
味について理解している。
実践面においては、
・不利に扱われている状態を認識し、教育的援助
と予防措置を実行する
・個別に支援する
・学習集団ごとの文化的、社会的多様性に注意を
払う 7。
不利に扱われること（Benachteiligung）とは、
その発達が十全に保障されないことにつながる。
そうならないために、実際に必要とされる知識や
スキルを獲得できるような教員養成が求められて
いることが確認される。
以上、学校における言語的多様性の認識のあり
方、多様性を前提とした学校づくりの理念につい
て検討してきた。次節では、ドイツの教員養成に
おける言語的多様性への対応を俯瞰することにし
たい。
Ⅱ．ドイツの教員養成における言語的多様性への
対応
はじめに、ドイツの教員養成制度を理解するた
めに必要な基本的事項を整理しておく。
16 州からなる連邦制国家のドイツでは、教育
に関する立法、行政の権限は各州にある。それ
らを調整する場として、常設各州文部大臣会議
（Ständigen Konferenz der Kultusminister der Länder 
in der Bundesrepublik Deutschland: KMK）が設けら
れている。
ドイツの教員養成は、第 1 段階として大学にお
ける理論的養成と、修了時に受ける第 1 次国家
試験に合格した後に始まる第 2 段階として試補
（Referendar/in）制度に基づく実践的養成との 2 段
階で行われてきた。通常 2 年間の試補勤務の後、
第 2 次国家試験を受験し、それに合格した者が教
員として学校に採用される資格を得ることにな
る。
近年、ドイツの大学制度は大きな変革の只中に
あり、教員養成制度もその影響を受けている。ド
イツの大学は、ヨーロッパ 22 か国の教育大臣に
よる「ボローニャ宣言」（1999 年）を出発点とす
るボローニャ・プロセスの進行によって、従来
のディプロム（Diplom）、マギスター（Magister）
は段階的に廃止され、学士課程と修士課程の 2 つ
に基づく教育課程となってきた。この新制度上で
の教員養成課程は、3 年間の学士課程と、取得し
ようとする教員資格の種別に応じて 1 年から 2 年
とされている修士課程とからなる。修士課程を修
了し教育修士となることで、形式上、第 1 次国家
試験合格とされることが可能になった。その後は、
従来と同じく試補勤務と第 2 次国家試験へと進む
ことになる。よって、以下で大学での教員養成の
内容を探るにあたっては、学士課程および修士課
程の科目を対象とすることになる。
教員養成課程において、第二言語としてのドイ
ツ語（Deutsch als Zweitsprache: DaZ）や異文化間
教育に関する科目を設置しているか、それが必修
とされているかについては、州や大学によりさま
ざまである。
移 民 割 合 の 高 い ノ ル ト ラ イ ン・ ヴ ェ ス ト
ファーレン州では、2009 年教員養成法で新た
に「移住歴のある児童生徒のためのドイツ語」
（Deutsch für  Schüler innen und Schüler  mi t 
Zuwanderungsgeschichte: DSSZ）に関する学修が
義務づけられ 8、これを受けて州内のミュンスター
大学では、2014/15 年度の冬学期から教員養成
の修士課程で DaZ モジュールが導入された。こ
の対象者は同課程の履修者全員である。DaZ モ
ジュールは、4 単位の講義と 2 単位のゼミナール
からなる。講義については、教員資格の学校種と
教科に応じて 3 クラスに分かれている。初等教育
の基礎学校教員用のクラスが 1 つ、中等教育段階
の学校に関しては、専攻教科が文学語学系科目 9
かそれ以外かで各 1 つずつの計 3 クラスという構
成である。ゼミナールについては、基礎学校教員
用にはドイツ語と算数を中心とする DaZ、中等
教育段階の学校の教員用には各自の専門教科にお
ける DaZ（提供されていない場合は、教育学の
DaZ）が扱われることになっている。
テューリンゲン州のイエナ大学では、ドイツ
語で教員免許を得ようとする学生と通常学校
(Regelschule)10 の教員資格を目指す学生に対して
のみ、DaZ モジュール (Modul) の履修を義務づけ
ている。
ブレーメン州のブレーメン大学では、取得を目
指す教員資格の学校種に関わりなく、教育学分野
の授業の中に「鍵となる能力／異質性との交わり」
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（Schlüsselqualifikationen/ Umgang mit Heterogenität）
という領域が設けられている。これは、「第二言
語としてのドイツ語」「インクルージョン教育」「異
文化間教育」の 3 つからなり、学士課程、修士課
程でそれぞれ 9 単位とされている。
このように州や大学によって対応はさまざまで
あるが、教員養成課程において、ドイツ語を第二
言語とする児童生徒の教育について学び、考える
機会が着実に整いつつあると確認された。では、
言語的に多様な学校で求められる教員の教育に早
くから取り組み、さらにその向上を図っているベ
ルリンの例を次節で紹介しよう。
Ⅲ．教員養成課程における言語的多様性への対応
―ベルリンの取組を事例として―
1. ベルリンの学校教育を取り巻く状況
ベルリンは州と同格の市であり、教育・青少年・
科 学 省（Senatsverwaltung für Bildung, Jugend und 
Wissenschaft）が教育行政を所管している。ベル
リンの人口構成上の特徴として、移民背景を持つ
市民が多い、社会経済的地位が低い層の割合が高
い地域がある、という 2 点が指摘できる。これら
には相互の関連性もあるため、ベルリンはその 2
つの複合的な課題に直面しているといえる。この
課題を学校教育に移し替えて考えてみると、移民
背景を持つ子どもが多い、教育上不利な環境にあ
る子どもの割合が高いということになり、さらに
言語教育上の課題と結び付ければ、移民背景を持
つ子どもの多くはドイツ語が母語でなく、教育上
不利な環境にある子どもは教科学習に必要なドイ
ツ語力が不足している割合が高いことが前面に出
てくる。先に複合的課題と述べたが、ベルリンの
学校の場合、移民背景を持ち、かつ教育上不利な
環境にある子どもがいるという個人レベルでの複
合性と同時に、移民背景を持つ子どもも教育上不
利な環境にある子どもも多い学校があるという組
織レベルでの複合性があると理解されるべきであ
る。
で は、 こ の 複 合 的 な 課 題 の 深 刻 さ に つ い
て、Tagesspeigel 紙の報告に基づいて具体的に
描出してみたい。「言語的貧困との闘いの中
で」（Im Kampf gegen die Spracharmut）とのタイ
トルが付けられた同報告は、ベルリンの就学前
教育機関の一形態である Kita に関係する教育
プ ロ グ ラ ム（„Berliner Bildungsprogramm für die 
Bildung, Erziehung und Betreuung von Kindern in 
Tageseinrichtungen bis zu ihrem Schuleintritt“：「昼間
施設から就学までの子どもの陶冶、訓育、ケアに
関するベルリン教育プログラム」）について、そ
の導入効果と残された課題について論じたもので
ある。それによれば、2004 年に教育プログラム
が出されて以来、移民家庭の 5 歳児でドイツ語が
十分にできる子どもの割合は 55％（2005 年）か
ら 68％（2012 年）に上昇している。同じ期間に、
ドイツ語をほとんど、あるいはまったく話せない
子どもの割合は半減し、7％未満となった。さらに、
ベルリンのすべての Kita で実施されている言語
力の診断と支援のための課程における取り組みに
おいては、ドイツ語支援が必要な子どもの割合が
17.05％（2010 年）から 15.86％（2013 年）に減
少していると発表されている。
このように一定の効果を上げてきたと評価でき
る面もあるが、解消の難しい問題を抱える地域も
ある。移民家庭の 5 歳児でドイツ語力が不足し
ている子どもの割合は、ベルリンのミッテ区で
は 60％台中頃、ノイケルン区では 55％に達する。
そのほとんどが Kita に通園しており、ドイツ語
習得の面での教育的配慮を受けているが、調査結
果は厳しいものになっている。マルツァーン＝ヘ
ラースドルフ区では、移民背景のない子どもの
20％にドイツ語力の不足が認められている。ベル
リン州全体で見ると、言語上の問題がある 5 歳児
は、ドイツ家庭の場合 8.4％、移民家庭の場合は
44.8％ということであるから、移民背景の有無に
よる差と地域による差がさまざまに表れているこ
とがわかる。そこで、2014 年 9 月 22 日に改訂版
教育プログラムが発表され、より効果的な対応が
図られようとしている。
就学前段階での課題は、さまざまな努力により
解消が図られているとはいえ、その多くは基礎学
校入学後にも同じ形で、あるいは形を変えて継続
する問題である。困難な社会的状況にあるベルリ
ンで、初等・中等教育の教員養成はどのように行
われているのか、次で見ていくことにしよう。
2. ベルリンの大学での教員養成
ベルリンでは、2007 年から教員養成の学生す
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べてに対して DaZ モジュールの学修を義務づけ
ている。つまり、その学生の目指す教員資格の学
校種や専門教科が何であろうと、授業の中で言語
面での課題を抱える児童生徒を支援する方法につ
いて学ぶ機会を確保してきた。2012/13 年度に教
職課程に登録した学生は 8,580 人、そのうち 1,566
人が 2013 年に課程修了試験に合格した 12。
ベルリン・フンボルト大学では、教員養成課程
は 3 年間の学士課程と、教員資格の種別に応じて、
1 年、1 年半、2 年の修士課程とで構成されている。
そこで実施されている DaZ モジュールは、学士
課程では講義形式の「言語に関する基礎知識」が
2 単位、演習形式の「診断と支援」が 2 単位の 2
科目 4 単位からなっている。修士課程では、講義
形式の「DaZ 教授法」が 2 単位、演習形式の「専
門科目における DaZ」が 2 単位となっている。
このモジュールの目標と内容については、修了
者が獲得すべき能力として、以下の項目が挙げら
れている。
学士課程の修了者は、
・第二言語としてのドイツ語習得のための理論と
教育活動で実践する重要性とを理解している
・すべての授業科目における教授原則としての
DaZ とすべての学校段階でさまざまな教科課程と
して置かれる DaZ とを区別している
・学習者ごとの発達を特定する診断能力を発揮し、
さまざまな学校段階で間違いを訂正するフィード
バック方法について理解している
・言語習得（特に、仮説形成、モニタリング、言
語知識の転移）や言語使用（話し言葉と書き言葉
というアスペクトや専門分野特有の要素を考慮す
る）についての原理を理解している
・ドイツ語の文法上の特殊性（冠詞、前置詞、動
詞の位置、格変化）やマイノリティ言語の一部に
ついて理解している
・書き言葉と話し言葉の能力を最大限引き出すた
めに、授業でのコミュニケーションについて熟考
し、例えばやさしいテキストや読解ストラテジー
などを通じて、授業の中で不均質性（Heterogenität）
と個別課題（Binnendifferenzierung）に配慮する
・DaZ 教材や専門科目教材の使用にあたっては、
それらを批判的に徹底検証する。
修士課程の修了者は、
・すべての授業教科における教授原則としての
DaZ とすべての学校段階における教育課程のバ
リエーションとしての DaZ に特別な配慮をして、
授業の質を評価し、向上させる
・診断方法を評価し、いくつかの言語習得段階に
おける言語発達を確認するために使用する
・ドイツ語の獲得方法を区別し、意識的な DaZ 習
得と無意識的な DaZ 習得との関連がわかり、第
二言語の会話や読み書きの習得を授業によって深
化、強化する方法を利用できる
・学級の多言語状況を考慮し、活用する
・DaZ を専門教科の授業に織り交ぜ、それのため
に信頼でき、授業にとって重要な専門教科の教材
を使用する
・言語観察を用いて、特に、集団内での区分、言
語学習の連続性、言語意識の発達に配慮しながら、
言語的に均質でない学習集団の教授学習プロセス
例の計画、実行、評価をする
・家庭や学校外でのコミュニケーション活動の意
味を知っていて、親を教育パートナーに得るなど
の方法を利用できる。
このような到達目標に向けて、授業が組まれ
ているわけであるが、2014 年には、その制度を
より充実させるプロジェクトが開始された。「こ
とば―形成―チャンス：ベルリンの教職革新」
（Sprachen – Bilden – Chancen: Innovationen für das 
Berliner Lehramt）と名づけられたこのプロジェク
トは、ケルン大学に置かれている言語支援と第二
言語としてのドイツ語に関するメルカトル研究所
13 とベルリン文部省の支援を得て、ベルリンの 3
大学（フンボルト大学、ベルリン自由大学、ベル
リン工科大学）14 が共同で実施するものである。
先に触れた DaZ モジュールの評価・検証と改善
がその目的である。将来的には、大学での教員養
成、試補勤務、教員研修という教師教育の 3 つの
段階すべてにおいて、言語教育に関する実践志向
の知識を提供するとされている。2014 年 5 月か
ら 2017 年 4 月までの期間中の予算は総額 170 万
ユーロで、うち 125 万ユーロはメルカトル研究所
から提供され、3 大学へは 50 万ユーロが割り当
てられる。メルカトル研究所とベルリン文部省以
外にも、言語学センター、ベルリン多言語関連専
門分野間連盟（BIVEM）、ポツダム大学ドイツ学
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研究所 DaF/DaZ 部局がプロジェクトの協力団体
となっている。
以上のように、ベルリンで教師教育における言
語教育が重視される背景には、第二言語としてド
イツ語を学ぶ児童生徒が 30％を超えるというベ
ルリンの学校事情がある。その中には、家庭では
まったくドイツ語を使わず、親の出自言語のみが
話されているという家庭もある。一方で、先にも
触れたように、ドイツ語を母語として育ちながら
も学校で必要とされるドイツ語力という点では課
題を抱える子どももいる。さまざまな改革、改善
が重ねられてきたとはいえ、その課題はあまりに
重い。今後の一層の取り組みに注目していきたい。
Ⅳ．言語的多様性を反映した教員構成に向けた取
り組み
これまで見てきたのは、学校内の言語的多様性
を教員がどのように把握すべきか、そしてその理
解に基づいてどのような教育を実践するべきかと
いう教員の態度や能力に関する論点についてで
あった。以下では、視点を変え、学校が言語的多
様性に開かれたものになるための組織的変革に貢
献しうる教員として、さまざまな言語科目の教員
と移民背景のある教員に着目したい。よって、ま
ず言語科目の選択肢を広げ、それを授業する教員
を養成するという方向性、次に自ら移民背景を持
つ教員の割合を高めるという方向性について論を
進めることにする。
1. 言語科目の充実に向けた教員養成
中等教育段階の学校における教科・科目編成を
見ると、日本でいう「国語」にあたるドイツ語と「外
国語」に相当する英語、フランス語、ロシア語等
の諸言語が必修、選択必修、任意選択の形で置か
れている。どの言語が科目として挙げられるかに
は州による違いがあり、同じ州の中でも提供され
る科目には学校による違いがある。通常の教員養
成課程を経た教員以外に他国の教員資格を持つ者
が任用される場合もあるが、開講の継続性や他の
教科・科目との連携という点に関して見れば、ド
イツの課程における養成の充実が望まれる。
ドイツ語以外の言語が教員養成における科目と
してどのように組み込まれているかを探るため、
2014 年 8 月時点での各州における教員養成の展
開状況をまとめた『教員養成の実状』15 を手がか
りに、検討していく。
実科学校教員を例にとってみよう 16。英語とフ
ランス語についてはすべての州で教員養成課程の
教科の選択肢になっている。ロシア語は 7 つの州
で選択可能である。この他に、イタリア語、（現代）
ギリシャ語、ポーランド語、ポルトガル語、トル
コ語を専門科目として用意している州があり、ベ
ルリン州では上に挙げたすべての言語が専門科目
になっている。（現代）ギリシャ語とポルトガル
語はベルリン州のみ、イタリア語とトルコ語は他
に 1 州のみ（順にテューリンゲン州、ノルトライ
ン・ヴェストファーレン州）、ポーランド語は他
に 2 州のみ（メクレンブルク・フォアポンメルン
州、ザクセン州）であることを考えると、この点
においてもベルリンの学校における言語的多様性
への配慮の積極性がうかがえる。
2. 移民背景を持つ教員
移民背景を持つ児童生徒の割合は、州による差
はあるものの全体として高く、15 歳児で見ると
25.8％に上る（PISA2012）が、移民背景を持つ教
員は約 1％にとどまるとされている。移民背景を
持つ児童生徒の理解という面でも、教員構成の多
文化化を通じて学校を多文化社会に応じた空間に
するという面でも、移民背景を持つ教員のますま
すの登場が期待される。しかし、中等教育の修了
証獲得に関しては移民背景の有無による開きが依
然として大きく、移民背景を持つ生徒で大学進学
が可能な層は限られている。その層を拡大するこ
とも検討されなければならないが、短期的に成果
が見込めるのは、現段階で教員になる道が開かれ
ている生徒や学生に積極的な働きかけと支援を行
うことである。
ハンブルク州教師教育・学校開発研究所では、移
民背景のある教員を育てるために、移住に関わりが
ある試補や大学進学予定者などに向けて、さまざま
な働きかけを行っている。それらをまとめて、移住
歴のある教員のハンブルク・ネットワーク（Hamburger 
Netzwerk „Lehrkräfte mit Migrationsgeschichte“）と
呼ばれているこの活動を事例として紹介したい。
その内容について、以下で見ていくことにしよう。
まず、活動目的としては、次の 4 点が挙げられ
ている。
73ドイツの学校の言語的多様性と教員
・文化的、言語的に不均質な社会の可能性を広げ
る
・移住歴のある人々に社会への参加を促す
・移住歴のある若い世代の学業達成を支援する
・移住歴のある教員をより多く獲得するなど学校
を異文化間で開かれたものにすることにより、ハ
ンブルクの教育機関の質を向上させる
そして、そのための取り組みとして、移住歴の
ある試補および外国の修了証をもって任用された
教員に対する相談窓口の設置、移住歴のある試補
に対するグループ研修、中等教育段階の生徒を
対象にした教員養成課程への進学促進イベント、
「移住と教育」をテーマとするシンポジウム等の
開催を行っている。この中から、教員養成課程へ
の進学促進イベントである「高校生キャンパス」
(Schülercampus) の内容を参加者募集の案内から整
理してみよう。
高校生キャンパスの目的は、移住歴のある生徒
に大学の教職課程や教員になる方法について知っ
てもらい、教員のさまざまな任務やキャリア形成
の可能性について大まかな知識を与えることにあ
る。対象は、移住歴があり、ギムナジウム上級段
階に在籍しているか次年度から在籍する予定の生
徒で、定員は 30 人となっている。2 泊 3 日で行
われるこのキャンパス体験で参加者として想定し
ているのは、次のような項目について知りたい生
徒である。
・大学での学修や教員という職業に関する情報
・移住背景のある教職課程学生や教員の体験談
・教員の多様な職業経験の紹介
・教育で必要とされる専門性についての序論
・特別な支援の提供と担当窓口の概略
・教員という職業におけるキャリア形成の可能性
そのような対象者に対して提供される内容は、
以下の通りである。
・大学や学校の関係者による報告
・実際に即した履修決定に関する情報
・少人数でのグループ学習
・教職課程履修のための個別相談
・教育学者、教員、校長との交流
・学校や大学での臨時聴講
・文化活動／自由行動
本キャンパス体験の実施にあたっては、ツァイ
ト財団 17 による助成を受けており、参加者の自
己負担額は一人あたり 45 ユーロとなっている。
この活動の効果については別に検証が必要であ
るが、移民背景をもつ教員の養成促進のために多
方面にわたる具体策が講じられている点で参考に
なる取り組みといえよう。
おわりに
以上、いくつかの例をもとに、ドイツの学校に
おける言語的多様性の中での教員に焦点を当てた
考察をしてきた。
主として国境を越えた人の移動によって言語的
多様性が進み、それに対応する必要性が強く認識
されているドイツの事例から何を学べるであろう
か。日本の教育への示唆について考えることで結
びとしたい。
ドイツと日本とでは、社会や学校の多言語状態
に大きな開きがあることは事実である。そうであ
るからといって、ドイツでの実践が日本ではまっ
たく参考にならないということにはならない。外
国人児童生徒の割合が国際的に見れば低いといえ
ども、「日本語指導が必要な外国人児童生徒」が
27,013 人在籍している（文部科学省、平成 24 年
度調査）。教室にそのような児童生徒が 1 人でも
いる以上、教師は教育の専門家としての実践を果
たさなければならない。しかし一方で、外国人児
童生徒の教育を担当する教員の困惑、苦悩も多く
報告されている。そうであれば、教員養成や研修
を通して必要とされる専門性を習得する機会が十
分に用意されてしかるべきである。
本稿で研究の主題を語るのに多言語社会や多言
語教育ではなく言語的多様性という表現を用いた
のは、言語発達の面から教育を考えるときに重要
なのは、ドイツ語、トルコ語、ロシア語など言語
の違いだけでなく、それぞれの言語の習得状況の
違いや場面に応じて必要とされる言語能力の違い
への注目を促すためであった。当初は、外国人、
あるいはトルコ人やポーランド人という大きな枠
組みで把握されていた児童生徒が、2 世、3 世と
世代を進めるにつれて言語習得状況が多様化し、
従来のグループ化が意味をなさなくなってきた部
分がある。また、ベルリンで主に移民の子どもが
対象となると想定して、就学までにドイツ語支援
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が必要な子どもを選別する調査を実施したとこ
ろ、移民背景のない、ドイツ語を母語とする子ど
もが少なからず支援対象者に含まれ、その事実が
教育関係者の意識を変え、支援体制を変えてきた。
ドイツ語教育に取り組む過程で、移民背景をもつ
子どもへの支援と文化的、社会的、経済的に恵ま
れない子どもへの支援との結びつきが強くなって
きたのである。一方で、移民の子どもに関わる教
育課題を障害のある子どもに関わる教育課題など
と多様性の名のもとで重ね合わせ、理論的な面で
の相乗的な進展が見られている。
これらのことから日本の状況を考えると、外国
人児童生徒教育、多文化共生教育、異文化間教育
等で課題とされていることは、一部の担当教員だ
けでなく、すべての教員が共通して、共同で担う
ものであるという意識をもって、外国人児童生徒
や日本語指導が必要な日本人児童生徒に関わる教
育に正面から取り組むことにより、その課題解消
が進むだけでなく、日本語を母語とする日本人児
童生徒の学習における言語上のつまずきに目を向
けさせる契機となりうる。さらに、特別支援教育
の分野との相乗効果も研究、実践両面において期
待される。外国籍の教員の養成、採用についても
積極的に検討されてよい。
今回取り上げた取り組みの具体的内容について
は、本稿で言及することができなかった。現地調
査も含め、今後の課題としたい。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
1
   地域語の存在や 19 世紀の移住労働者の滞在などを考え
ると、ドイツの社会や学校における言語的に異質な存
在は 20 世紀後半に初めて経験するものではないことに
注意が必要である。この点に関しては、教育史の観点
からの異文化間教育研究で論じられているところであ
る。
2
   英語表記は、“Education for All” (EFA)。文部科学省
HP の説明によれば、「万人のための教育」とは国際連
合のミレニアム開発目標（MDGs）に基づき、2015 年
までにすべての人が初等教育を受けることができるよ
うにしようとする取り組みで、ユネスコを中心に、ユ
ニセフ、世界銀行等の他の国際機関や各国政府機関、
NGO 等も積極的に協力している活動である。
3
   „Inklusive Bildung in Deutschland stärken“ (Resolution 
der 71. Hauptversammlung der Deutschen UNESCO-
Kommission, Berlin, 24. Juni 2011)
4
   Lutz, Helma & Leiprecht, Rudolf (2003): Heterogenität 
als Normalfall. Eine Herausforderung für die 
Lehrerbildung. In: Gogolin, Ingrid & Helmchen, 
Jürgen & Lutz, Helma & Schmidt, Gerlind (Hg.) (2003). 
Pluralismus unausweichlich? Blickwechsel zwischen 
Vergleichender und Interkultureller Pädagogik. 
Münster: Waxmann. S.115-128.
5
   P.275、図 9.1
6
   2004 年 12 月 16 日付文部大臣会議決議（Beschluss der 
Kultusministerkonferenz vom 16.12.2004）
7
   KMK(2004), S.9
8
   Gesetz über die Ausbildung für Lehrämter an 
öffentlichen Schulen (Lehrerausbildungsgesetz – 
LABG) Vom 12. Mai 2009 (GV. NRW. S. 308), §11(7)
9
   具体的には、「ドイツ語、英語、フランス語、ギリシャ
語、イタリア語、ラテン語、オランダ語、スペイン語」
と括弧内で補足されている。
10
  中等教育段階の学校として最も基礎的な基幹学校（9
年制）と、より専門的な内容を含む実科学校（10 年制）
の両方の課程を持つ学校であり、このような形態の学
校がある州は他にもあるが、州により名称が異なって
いる。
11
  Kita とは Kindertagesstätte の短縮形で、「保育所」「幼
稚園」「学童保育」という 3 つの児童昼間施設を融合し
た「年齢横断的な昼間施設」を指す（齋藤（2011）、p.35）。
12
  Stiftung Mercator(2014): Bessere Sprachbildung für 
Berliner Schülerinnen und Schüler. Pressemitteilungen
13
  Mercator-Institut für Sprachförderung und Deutsch 
als Zweitsprache der Universität Köln
14
  ベルリンでは、この 3 大学の他に芸術大学（Universität 
der Künste）で教員養成が行われているが、科目は美
術と音楽に限られる。
15
  KMK(2014): Sachstand in der Lehrerbildung
16
  学校種によって教員養成課程が異なり、それぞれに対
応した教員資格を受け取ることになるが、その区分は
州によってさまざまであり、ブランデンブルク、ブレー
メン、ハンブルクの 3 州では、この調査で KMK の定
義した「教職タイプ 3」 (Lehramtstyp3、実科学校教員 )
での教員養成が調査時点である 2014 年現在行われてい
ない。よって、以下の調査結果はこの 3 州を除く 13 州
についてのものである。
17
  正式名称は „die ZEIT-Stiftung Ebelin und Gerd 
Bucerius“で、全国紙 „Die Zeit“を 1946 年にハンブル
クで創刊した Gerd Bucerius が 1971 年に創設した財団
である。
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Abstract 
This paper studies how teacher training programmes in Germany take a linguistic diversity in its society and 
schools into account.  The linguistic diversity in schools has been mainly brought by children with a migrant 
background, but we could regard the individual difference of Academic Language Proficiency (ALP) as one 
of the factors forming a linguistic diversity in a classroom. Acquisition of ALP is closely linked to not only a 
migrant background but also socioeconomic status of the family.  In order to manage such a linguistically diverse 
class, teachers should have skills to diagnose each child’s language ability and to support his or her own learning 
individually and it doesn’t apply exclusively to language teachers.  I describe a module of “German as a second 
language” (Deutsch als Zweitsprache) in Universities in Berlin, which is required for all students in teacher training 
course, a campus experience activity in Hamburg to recruit high school students to become a teacher and some other 
examples as measures for linguistic educational improvement through teacher training.
Implications of these findings discuss how teacher training systems in Japan should be changed legally, 
institutionally, and in content.  First, teacher training in universities or training centres have to give trainees 
professional skills to teach children with a migrant background, even though its necessity is not widely shared 
in Japan yet.  Such skills could be needed for the reduction of the achievement gap caused by cultural and social 
background.  Second, we need teachers with a migrant background also in Japan.  Laws and support programmes 
should be changed and arranged so that we would not waste that resource.
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